
　

１　収　入

２　支　出

３　残　額 1,668,581円

合　　　　　計 1,935,244円

事　　務　　費 453,858円

その他の経費 0円

広 報 広 聴 費 1,441,836円

人　　件　　費 0円

資 料 作 成 費 0円

資 料 購 入 費 0円

研 究 研 修 費 39,550円

調 査 活 動 費 0円

預　金　利　子 3,825円

合　　　　　計 3,603,825円

　令和6年度政務活動費の収支について,宇都宮市議会政務活動費の交付等 に
関する条例第8条の規定により,次のとおり報告します。

科　　  目 金　  　額 摘  　　要

科　  　目 金　　  額 摘　  　要

政 務 活 動 費 3,600,000円

様式第９号

令和8年3月31日

令和7年度政務活動費収支報告書

　（あて先）宇都宮市議会議長

　　　　　　　　　　　　　　　　会派の名称　　　　　　　清風クラブ　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職名・氏名　　会長　渡辺　道仁









































様式第１２号 

政 務 活 動 実 績 報 告 書 

令和７年１０月２０日 

第８７回全国都市問題会議 

主催 全国市長会（公財）後藤・安田記念東京都市研究所， 

（公財）日本都市センター，宇都宮市 

清風クラブ  

渡辺 道仁  

久保井 永三  

平松 明夫  

 

実 施 日 令和 7 年 10 月 9 日（木）・10 日（金） 

調 査 地 又 は 

研 修 会 開 催 地 
ライトキューブ宇都宮（宇都宮市駅東口交流拠点施設） 

調 査 研 究 項 目 成熟社会の都市のかたち ～コンパクトで持続可能なまちづくり～ 

調 査 研 究 概 要 

令和８年１０月９日（木） 

○基調講演  

京都大学名誉教授 広井良典氏 「人口減少・成熟社会のデザイン」 

人口減少が進行する中、今後のまちづくりを考えるうえでは、中心市街地の再生および商店街の復

権が重要な課題となっている。これらを実現するためには多くの課題が存在するものの、「コミュニ

ティ空間づくり」という視点を重視し、商店街を含む成熟社会における中心市街地の在り方を、新た

な発想のもとで再検討していく時代に入っているとされている。 

また、AI を活用して「都市集中型シナリオ」と「地方分散型シナリオ」の未来シミュレーションを

行った結果、人口・地域の持続可能性、健康、幸福、格差といった観点からは、地方分散型シナリオ

がより望ましいことが示された。 

以上より、これからのまちづくりにおいては、各地域の特性に応じて、人口減少対策、子育て支援、

若者支援、中心市街地再生、商店街の復権など、多様な取組を総合的に検討・展開していく必要があ

ることが明らかとなった。 

 

○主報告  

宇都宮市市長 佐藤栄一 

「人口減少社会に対応する都市の構造改革」 

宇都宮市では、100 年先を見据えた持続可能な都市の実現に向け、「ネットワーク型コンパクトシ

ティ（NCC）」の形成を目指している。 

さらに、NCC を基盤として、「地域共生社会」「地域経済循環社会」「脱炭素社会」の三つの社会

を構築することで、人口減少社会においても持続的な発展が可能なまちづくりを推進している。 



以上より、少子高齢化が進行する中においても、NCC の実現に向けた取組を長期的視点から推進す

るとともに、「スーパースマートシティ」の具現化に向けた施策を加速させることで、100 年先にわ

たり発展し続ける持続可能な都市の実現が可能であることが示された。 

 

○一般報告 

・東洋大学国際 PPP 研究所シニアサーチパートナー 南学氏  

「「縮充」発想による公共施設マネジメント」 

公共施設マネジメントは喫緊の課題である。これを解決するためには、都道府県、市町村、民間施

設といった主体間の垣根を取り払う必要がある。 

すなわち、地方公共団体、民間事業者、市民など多様な主体による協働と負担を合理的に調整・配

分する「縮充」の考え方が不可欠であることが明らかになりつつある。 

したがって、これらの手法は公共施設マネジメントにとどまらず、成熟社会における都市の在り方

を検討するうえでも、十分に応用可能であると考えられる。 

 

・香川県高松市市長 大西秀人氏  

「都市縮小時代の持続可能なまちづくり」 

全国の地方都市では、人口減少と少子高齢化が急速に進行しており、特に中心市街地の空洞化が深

刻な課題となっている。 

そのような状況の中、地域に根ざした持続的な都市経営が求められており、その象徴的な取組の一

つが丸亀町商店街の再生である。 

その成果として、「都市の回遊性と賑わいの創出」「歩いて暮らせる都市構造の形成」「市民主体

による合意形成とルールづくりの成功」などが挙げられる。 

これらは、30 年以上にわたる地域の努力と官民協働によって実現されたものであり、一定の成果を

上げたといえる。 

したがって、まちづくりには市民だけでなく、行政がその意思と行動を支える役割を果たすことが

重要であることが分かった。また、官民が共に考え、共に創る「共創のまちづくり」の重要性を強く

感じた。 

 

・早稲田大学理工学術院教授 森本章倫氏  

「次世代交通とコンパクトで持続可能なまちづくり」 

都市においては、人口減少への対応が大きな課題となっている。 

今後は、都市のコンパクト化を推進していくことが望ましい。 

そこで、宇都宮市では「ネットワーク型コンパクトシティ」を掲げ、人を中心とした交通システム

の構築に向けた取組が進められている。 

特に、LRT 導入後は利用者数の増加や沿線開発の進展、自動車利用から公共交通への転換などが見

られ、コンパクト化政策は一定の成果を示しつつある。 

持続可能なまちづくりを実現するためには、コンパクトシティを支える次世代交通システムの構築

が必要であることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和７年１０月１０日（金） 

○パネルディスカッション 

コーディネーター 

内田 奈芳美 

パネリスト 

・（株）みちのりホールディングス代表取締役グループ CEO（兼）関東自動車（株）代表取締役社長 

吉田 元   

「成熟社会における公共交通ネットワークの進化と持続可能性への挑戦」 

・まちなか広場研究所主宰 山下 裕子  

「「いくつになっても」「出かけていけ」「出かけたい」都市について思案する」 

・北海道室蘭市市長 青山 剛  

「室蘭市におけるコンパクトなまちづくり-課題解決先進地への挑戦-」 

・鳥取県米子市長 伊木 隆司  

「歩いて楽しいまちづくり～公共交通と歩行者中心の持続可能なまち～」 

 

所感 

人口減少や少子高齢化が急速に進む中、今後は自動車中心の社会から転換し、公共交通を軸とした

ネットワークの充実を図ることが重要である。 

また、年齢を問わず誰もが外出したいと思えるような、徒歩で移動しやすいコンパクトでウォーカ

ブルなまちづくりが必要になると感じた。 

このような取組が、成熟社会にふさわしい都市の形成につながっていくのではないかと考えられ

る。 

※この報告書は，調査研究事項にかかる関係資料と併せて会派で 5 年間保存し

てください。また，年度終了後は，この報告書の写しのみを議長に提出してくだ

さい。 


